売買契約書

株式会社山田工業（以下「甲」という。）、株式会社田中商会（以下「乙」という。）及び斉藤一郎は下記機械（以下「本物件」という。）の売買について、次のとおり合意した。

第１条（売買契約の成立）

甲は乙に対し、その所有する本物件を売買代金＊＊万円で売り渡し、乙はこれを買い受ける。

第２条（支払時期）

乙は甲に対し、前条の金員を次のとおり分割して支払う。

１、本日限り金＊＊万円

２、平成＊＊年＊＊月から＊＊月まで毎月末日限り金＊＊万円宛て

３、平成＊＊年＊＊月＊＊日限り金＊＊万円

第３条（約束手形）

１、乙は甲に対し、前条２号及び３号の支払のために、平成＊＊年＊＊月＊＊日限り、右各号の金員を額面、各回期日とする約束手形合計計＊＊通を振り出し交付しなければならない。

２、前項の手形金が支払われたときは、同額の金員の支払があったものとする。

第４条

甲が第１２条３号の保険金を受領したときは、甲は、弁済期の如何にかかわらず、損害金、売買代金の順で債務の弁済に充当することができる。

第５条（期限の利益の喪失）

乙に次の各号の事由の一が生じたときは、何らの通知催告を要せず当然に期限の利益を失う。

１、第２条各号の支払を怠ったとき

２、公租公課につき滞納処分を受けたとき

３、他の債務のため強制執行（仮差押を含む）を受け、又は破産、競売その他これに準ずる裁判上の手続きの申立があったとき

４、銀行取引停止処分を受けたとき

５、故意又は重大な過失により本物件を毀損又は滅失したとき

６、その他本契約の各条項に違反したとき

第６条（損害金）

前条の場合、乙は甲に対し、第２条の金員の残金のほか、期限の利益を喪失した日の翌日から支払済みに至るまで残額に対する年１割の割合による損害金を支払わなければならない。

第７条（引渡しの時期及び場所）

甲は乙に対し、第３条１項の期日限り乙の東京都＊＊＊＊＊所在＊＊＊工場において、同行手形合計＊＊通と引換に本物件を引き渡す。

第８条（所有権留保）

本物件所有権は甲に留保し、乙が第２条各号の金員を全額支払ったときに乙に移転するものとする。

第９条（引渡前の危険負担）

第７条の引渡期日までに本物件が滅失又は毀損したときは、甲の責に帰すことのできない事由によるときといえども、甲がその危険を負う。ただし、乙の責に帰すべき事由によるときは、乙がその危険を負わなければならない。

第１０条（引渡後の危険負担）

１、第８条の所有権の移転時期までに本物件が滅失又は毀損したときは、乙の責に帰すことのできない事由によるときといえども、乙がその危険を負う。ただし、甲の責に帰すべき事由によるときは、甲がその危険を負わなければならない。

２、前条本文の場合、乙は甲に対し、速やかに本物件の滅失又は毀損の時期及び程度を通知しなければならない。

第１１条（瑕疵担保責任）

１、乙は、本物件の受領後直ちにこれを検査しなければならない。

２、本物件に瑕疵があるときは、乙は甲に対し、本物件を受領した日の翌日から２０日以内に書面にて通知しなければならない。

３、乙が前項の通知をしないときは、乙は甲に対し、瑕疵を理由とする本契約の解除、代金の減額、損害賠償の請求その他瑕疵担保責任を追及することはできない。

第１２条（乙の責務）

乙は甲に対し、平成＊＊年＊＊月＊＊日から第８条の所有権の移転時期までの間、次の事項を遵守しなければならない。

１、甲の指定する場所において、善良なる管理者の注意義務をもって本物件を保管すること

２、甲が指定した甲所有物である旨表示するネームプレートを本物件に取り付け、乙の責任においてこれを維持すること

３、本物件について、乙の費用負担で第２条２号及び３号の金員を保険金額とする火災保険契約を締結し、甲のためにその保険金請求権に質権を設定して、その証書を甲に交付し、その旨保険会社に通知すること

４、第三者のために本物件を譲渡、転貸し、担保権の設定その他一切の処分行為をしないこと

第１３条（解除原因）

第５条各号の事由の一が生じたとき又は乙が前条各号の一を怠ったときは、甲は乙に対し、何らの通知催告を要せず直ちに本契約を解除することができる。

第１４条（本契約の終了）

１、乙は甲に対し、直ちに本物件を引き渡さなければならない。

２、乙が前号の引渡をしないときは、甲は本物件の保管場所に立ち入り、これを搬出することができる。

３、乙は甲に対し、名義の如何を問わず、本契約に基づき解除の日までに支払った金員の返還を求めることはできない。

４、甲が本条１号の引渡を受け、又は２号の搬出をしたときは、甲は、本物件の時価を適正妥当に評価し、乙に対し、その額が第２条の金員の残金及び第５条の損害金の合計額より少ないときはその差額を請求し、多いときはその差額を乙に返還する。

第１５条（連帯保証）

丙は、乙が甲に対して本契約により負担する一切の債務につき乙と連帯して保証し、支払の責に任ずるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１、＊＊＊＊＊＊＊＊　　＊＊機

右のとおり甲乙丙間に合意が成立したので、本証書３通を作成し、甲乙丙各１通を保管する。

平成＊＊年＊＊月＊＊日

東京都＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

売主（甲）　株式会社山田工業　代表取締役　山田太郎　印

東京都＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

買主（乙）　株式会社田中商会　代表取締役　田中五郎　印

東京都＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

連帯保証人（丙）　斉藤一郎　印
